
強
靱
化
実
施
中
期
計
画
の
素
案
決
定


推
進
施
策
で﹁

兆
円
強
﹂

物
価
高
騰
分
の
積
み
増
し
も

　
政
府
の
国
土
強
靱
化
推
進
本

部︵
本
部
長
・
石
破
茂
首
相
︶は

１
日

２
０
２
６
年
度
か
ら
５

年
間
の
﹁
第
１
次
国
土
強
靱
化

実
施
中
期
計
画
﹂
の
素
案
を
決

定
し
た

関
係
府
省
庁
が
積
み

上
げ
た
３
２
４
施
策
の
う
ち


﹁
推
進
が
特
に
必
要
﹂な
１
１
６

施
策
の
事
業
規
模
を
５
年
間
で

﹁
お
お
む
ね

兆
円
強
程
度
﹂

と
し
た

資
材
や
人
件
費
の
高

騰
分
を
予
算
編
成
過
程
で
別
途

計
上
す
る
こ
と
も
明
記
し
た


事
業
規
模
に
は
当
初
予
算
計
上

分
が
さ
ら
に
加
わ
る
こ
と
に
な

る

同
中
期
計
画
は
６
月
を
め

ど
に
閣
議
決
定
を
目
指
す


　
素
案
は
計
画
期
間
中
に
実
施

す
べ
き
５
分
野
３
２
４
施
策

と

こ
の
う
ち
﹁
推
進
が
特
に

必
要
な
施
策
﹂
の
１
１
６
施
策

を
示
し
た

お
お
む
ね

兆
円

強
程
度
は

１
１
６
施
策
の
加

速

深
化
に
追
加
的
に
必
要
な

事
業
規
模
と
し
て
い
る

推
進

が
特
に
必
要
な
施
策
と
し
て


上
下
水
道
シ
ス
テ
ム
の
耐
震
化

や

流
域
治
水
の
推
進

生
活

基
盤
と
な
る
住
宅
な
ど
の
耐
震

化

密
集
市
街
地
や
地
下
街
な

ど
の
耐
震
化
と
火
災
対
策
推
進

な
ど
を
挙
げ
た


　
資
材
価
格
や
人
件
費
の
高
騰

は
﹁
予
算
編
成
過
程
で
適
切
に

反
映
す
る
﹂
と
し
た

内
閣
官

房
に
よ
る
と

現
行
の
５
か
年

加
速
化
対
策
に

年
度
予
算
で

３
０
０
０
億
円
を
計
上
し
た

﹁
国
土
強
靱
化
緊
急
対
応
枠
﹂

の
よ
う
な
仕
様
で
措
置
さ
れ
る

と
い
う

３
２
４
施
策
の
当
初

予
算
分
を
考
慮
す
る
と

全
体

の
事
業
規
模
は

兆
円
強
を
大

き
く
上
回
る
可
能
性
も
あ
る


　
素
案
は
﹁
今
後
の
災
害
の
発

生
状
況
や
事
業
の
進
捗
状
況


経
済
情
勢
・
財
政
事
情
等
を
踏

ま
え

機
動
的
・
弾
力
的
に
対

応
す
る
﹂
と
明
記

﹁
事
業
の

進
捗
管
理
と
財
源
確
保
方
策
の

具
体
的
な
検
討
を
開
始
す
る
﹂

こ
と
も
盛
り
込
ま
れ
た


　
同
日
の
会
合
で

石
破
首
相

は
﹁
切
迫
す
る
巨
大
地
震
や
激

甚
化
・
頻
発
化
す
る
大
規
模
自

然
災
害
に
よ
る
被
害
を
軽
減


回
避
す
る
た
め
に
は
イ
ン
フ
ラ

老
朽
化
対
策
を
含
め
た
国
土
強

靱
化
の
ペ

ス
を
緩
め
る
こ
と

な
く

着
実
に
推
進
し
て
い
か

な
く
て
は
な
ら
な
い
﹂
と
決
意

を
示
し
た
石
破
首
相
は
施
策


目
標
を
精
査
し
６
月
を
め
ど
に

策
定
を
指
示

素
案
は
近
く
一

般
か
ら
の
意
見
聴
取
に
入
る
予

定
だ
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年
度
予
算
が
成
立

参
院
で

再
修
正

公
共
事
業
費
は
変
わ
ら
ず

　
政
府
の
２
０
２
５
年
度
予
算

案
の
再
修
正
案
が
３
月

日
の

参
院
本
会
議
で
可
決
し

そ
の

後
に
回
付
さ
れ
た
衆
院
本
会
議

で
の
合
意
を
得
て
成
立
し
た


一
般
会
計
の
歳
出
総
額
は
過
去

最
大
の
１
１
５
兆
１
９
７
８
億

円

公
共
事
業
関
係
費
は
予
算

案
の
国
会
提
出
時
点
か
ら
変
わ

ら
ず
６
兆
０
８
５
８
億
円
を
計

上
し
て
い
る


　
参
院
で
修
正
さ
れ
た
予
算
案

が
成
立
す
る
の
は
現
憲
法
下
で

初
め
て

当
初
予
算
案
が

年

ぶ
り
に
国
会
で
修
正
さ
れ
た
衆

院
に
続
い
て
の
再
修
正
と
な


た

衆
院
で
は
所
得
税
の
税
収

減
な
ど
を
反
映
し
歳
出
を
減
額

で
修
正
し
た

参
院
で
の
再
修

正
で
は
高
額
療
養
費
制
度
の
自

己
負
担
上
限
額
の
引
き
上
げ
凍

結
を
受
け
費
用
を
追
加

た
だ

必
要
な
財
源
は
予
備
費
に
計
上

し
て
い
た
分
を
充
て
る
形
と
し

た
た
め
一
般
会
計
の
総
額
は
変

更
し
て
い
な
い


　
公
共
事
業
関
係
費
の
う
ち
防

災
・
減
災

国
土
強
靱
化
関
係

に
は
４
兆
０
７
０
６
億
円
を
配

分

先
に

年
度
補
正
予
算
で

確
保
し
た
公
共
事
業
関
係
費
２

兆
３
５
０
６
億
円
と
一
体
で
切

れ
目
な
く
事
業
執
行
に
当
た
る

方
針
だ


　
国
土
交
通
省
分
の
一
般
会
計

の
歳
出
も
予
算
案
の
国
会
提
出

時
と
変
わ
ら
ず
５
兆
９
５
２
８

億
円
で

う
ち
公
共
事
業
関
係

費
は
５
兆
２
７
５
３
億
円
と
な

る

能
登
半
島
地
震
な
ど
の
教

訓
を
踏
ま
え

年
度
に
防
災
対

策
事
業
の
メ
ニ


を
拡
充


上
下
水
道
の
急
所
施
設
の
耐
震

化
や
緊
急
輸
送
道
路
の
盛
り
土

補
強
を
支
援
す
る
個
別
補
助
事

業

地
滑
り
の
再
度
災
害
防
止

対
策
の
直
轄
事
業
な
ど
を
創
設

す
る

イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
対

策
も
前
年
度
と
同
規
模
で
推
進

す
る
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